






















































































































































































































































































































１　特別職 （単位：千円，人）

地域
手当

寒冷地
手当

計

（ 3.40 ）

（ 3.40 ）

2,791 135,058 3,342

2,817 318,361 47,927

（ 3.35 ）

（ 3.35 ）

3,054 413,454 38,860

3,080 578,731 79,746

（ 0.05 ）

（ 0.05 ）

△ 263 △ 278,396 △ 35,518

△ 263 △ 260,370 △ 31,819

２　一般職
 （１）　総　　括

　　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円，人）

(   )内は短時間勤務職員の人数であり、外数である
（単位：千円）

区分 扶養手当 地域手当 住居手当
単身赴任

手当
特殊勤務

手当
児童手当

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 期末手当 勤勉手当
退職手当
負担金

退職手当特別　　
負担金

義務教育等　　
教員特別手当

教員特殊
業務手当

本年度 46,134 143,513 41,253 2,220 27,145 1,122 80,172 534,726 409,113 291,506 67,820 840 51

前年度 47,538 136,730 39,393 2,094 26,785 2,734 76,872 510,415 373,993 284,902 63,682 820 40

比　 較 △ 1,404 6,783 1,860 126 360 △ 1,612 3,300 24,311 35,120 6,604 4,138 20 11

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

報　酬 給　料
期 末 手 当
年間支給率
（　月　分　）

そ の 他
の 手 当

8,681

35,425
そ の 他 の
特 別 職

135,058 138,400

計 243,778 26,640 44,106 3,837 366,288

8,553

30,397
そ の 他 の
特 別 職

413,454 452,314

計 509,304 26,640 38,950 3,837 658,477

128

5,028
そ の 他 の
特 別 職

△ 278,396 △ 313,914

計 △ 265,526 0 5,156 0 △ 292,189

給　　　　　与　　　　　費

報酬 給料 職員手当 計

(45)
621 2,270,047 1,937,857 4,207,904 786,860 4,994,764
(30)
595 2,157,376 1,909,075 4,066,451 734,304 4,800,755
(15)

26 112,671 28,782 141,453 52,556 194,009

通勤手当
時間外勤務

手当

106,431 185,811

94,505 248,572

11,926 △ 62,761

区　分 職員数 共済費 合　計 備　考

本年度

長 等 3 26,640 3,837 39,158 6,181 45,339
その他の手当は退職
手当負担金・通勤手当

議 員 23 108,720 144,145 38,404 182,549

前年度

長 等 3 26,640 3,837 39,030 6,048 45,078
その他の手当は退職
手当負担金・通勤手当

議 員 23 95,850 126,247 34,838 161,085

比　 較

長 等 0 0 0 128 133 261

議 員 0 12,870 17,898 3,566 21,464

区　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考

本年度

前年度

比　 較

職 員 手 当
の 内 訳



　　イ　会計年度任用職員 （単位：千円，人）

(   )内は短時間勤務職員の人数であり、外数である
（単位：千円）

区分 扶養手当 地域手当 住居手当
単身赴任

手当
特殊勤務

手当
児童手当

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 期末手当 勤勉手当
退職手当
負担金

退職手当特別　　
負担金

義務教育等　　
教員特別手当

教員特殊
業務手当

本年度 58,970

前年度

比　 較 58,970

 （２）　給料及び職員手当等の増減額の明細

　　ア　会計年度任用職員以外の職員

　　イ　会計年度任用職員

給　　　　　与　　　　　費

報酬 給料 職員手当 計

(622)

(622)

通勤手当
時間外勤務

手当

区　　分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　　　　明 備　　　　　考

給与改定に伴う増減分 4,222

給　　　料 112,671 昇給に伴う増減分 37,918

その他の増減分 70,531

制度改正に伴う増減分 △ 708 住居手当支給要件の改正

その他の増減分 29,490

区　　分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　　　　明 備　　　　　考

給与改定に伴う増減分

報　　　酬 687,700 昇給に伴う増減分

その他の増減分 687,700 会計年度任用職員制度の運用開始

制度改正に伴う増減分

その他の増減分 58,970 会計年度任用職員制度の運用開始

区 分 職員数 共済費 合　　計 備　　考

本年度 687,700 58,970 746,670 71,697 818,367

前年度

比　 較 687,700 58,970 746,670 71,697 818,367

職 員 手 当
の 内 訳

職員手当 28,782

職員手当 58,970



（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たりの給与

　　イ　初任給

一般行政職(円） 技能労務職（円）

高　　校　　卒 154,900 152,700 150,600 147,900

大　　学　　卒 188,700 － 182,200 －

区　　　　　　　　　　　分 一般行政職 教　育　職 技能労務職

　　平均給料月額（円） 293,582 285,179 310,300

　　平均給与月額（円） 353,487 304,028 368,087

　　平　均　年　齢（歳） 40歳5月 41歳8月 57歳8月

　　平均給料月額（円） 295,281 288,152 309,213

　　平均給与月額（円） 355,704 304,573 365,310

　　平　均　年　齢（歳） 40歳3月 40歳11月 56歳8月

国　　の　　制　　度

教育職（円）

154,900 －

188,700 182,200

令和2年1月1日現在

平成31年1月1日現在

区　　　　分 一般行政職(円） 教育職（円） 技能労務職（円）



　ウ　級別職員数

 構成比(％) 級  構成比(％) 級  構成比(％)
(61.8)
14.8 
(5.9)
25.6 
(14.7)
23.0 
(8.8)
25.4 
(8.8)
8.6 

(100.0) (100.0)
100.0 100.0 
(63.4)
15.1 
(6.6)
24.5 
(16.6)
23.7 
(6.7)
26.0 
(6.7)
7.5 

(100.0) (100.0)
100.0 100.0 

（　　　　）内は短時間勤務職員の職員数であり、外数である
　（級別の標準的な職務内容）

区　　　分

一般行政職

教　育　職

        一　般　行　政　職           教　　育　　職         技　能　労　務　職
級  職員数(人)  職員数(人)  職員数(人)

(21)
79
(2)
137
(5)
123
(3)
136
(3)
46

(34) (3)
535 15 
(19)
77
(2)
125
(5)
121
(2)
133
(2)
38

(30) (3)
510 15 

１　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級 ６　　級 ７　　級

主　事

主事補

主　事

保育教諭

係　長

主　幹

課長補佐
企画員
主計員
主　査

係　長（困）

課　長
副参事

主任企画員
主任主計員
主　査（困）

次　長
政策監

医療対策監
危機管理監

参　事

部　長

上席参事

教　諭  教  諭
副主任教諭

教  諭

園長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
主任教諭　　　　　　　　　　　

副主任教諭（困）

技能職員
相当の技能又は経験
を必要とする技能職員

相当に高度な技能又は経
験を必要とする技能職員

数名を直接指揮監督す
る技能職員

車庫長
作業主任

労務職員
相当に困難な業務を
行う労務職員

特に困難な業務を行う
労務職員

数名を直接指揮監督す
る労務職員

調理主任

区　　分

１　級 １　級 16 38.0 １　級 (1) (33.3)

２　級 ２　級 7 16.7 ２　級 (2) (66.7)

３　級 ３　級 13 31.0 ３　級 4 26.7 

４　級 ４　級 6 14.3 ４　級 11 73.3 

５　級 ５　級 ５　級

６　級 4 0.7 ６　級

７　級 10 1.9 ７　級

計 計 42 100.0 計

１　級 １　級 19 39.6 １　級 (1) (33.3)

２　級 ２　級 5 10.4 ２　級 (2) (66.7)

３　級 ３　級 17 35.4 ３　級 4 26.7 

４　級 ４　級 7 14.6 ４　級 11 73.3 

５　級 ５　級 ５　級

６　級 6 1.2 ６　級

７　級 10 2.0 ７　級

計 計 48 100.0 計

技能労務職

令和2年1月1日現在

平成31年1月1日現在



　エ　昇給

合    計 一般行政職 教　育　職 技能労務職

621 564 44 13

559 507 39 13

　２　号　給　  （人）

　４　号　給 　 （人）

　６　号　給　  （人）

　８　号　給  　（人）

　　　号　給　  （人）

90.0 89.9 88.6 100.0 

595 539 41 15

531 478 39 14

　２　号　給　  （人）

　４　号　給 　 （人）

　６　号　給　  （人）

　８　号　給  　（人）

　　　号　給　  （人）

89.2 88.7 95.1 93.3 

　オ　期末手当・勤勉手当

６月（月分） １２月（月分）

(1.175) (1.175) (2.35)

2.250 2.250 4.50 

(1.175) (1.175) (2.35)

2.225 2.225 4.45 

(1.175) (1.175) (2.35)

2.250 2.250 4.50 

（　　　）は再任用職員の支給率

区　　　　　　　　　　分

　　　職　　　員　　　数　　　　　　　　　（Ａ）（人）

　　　昇給に係る職員数　　　　　　　　（Ｂ）（人）

　　　比　　　　　率（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　 （％）

　　　職　　　員　　　数　　　　　　　　　（Ａ）（人）

　　　昇給に係る職員数　　　　　　　　（Ｂ）（人）

　　　比　　　　　率（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　 （％）

支　給　期　別　支　給　率

号給数別内訳

号給数別内訳

区　　　分 支給率計(月計) 備　　　　　　　考

本年度 役職別加算　　　有

前年度 役職別加算　　　有

国　の　制　度 役職別加算　　　有

本年度

前年度



　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

 ２０年勤続の者  ３５年勤続の者   最高限度

（月分） （月分） （月分）

　キ　地域手当　

支給対象地域　　　　　　　　　

支給率　　　　　　　　　　　　　　 (％）

支給対象職員数　　　　　　　　 （人）

国の指定基準に基づく支給率 （％）

　ク　特殊勤務手当

技　能　労　務　職

0.22 

　ケ　その他の手当

 ２５年勤続の者

（月分）

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

定年前早期退職特例措置
（３％～４５％加算）

市内全域

6.0

666

6.0

 区　　　　　分 全　　職　　種 一　般　行　政　職 教　　育　　職

給料総額に対する比率  （％） 0.07 0.07 0.0

支給対象職員の比率　  （％）

（令和2年1月1日現在）

　　支給額上位 　　対象職員上位

１　保健師巡回手当 １　市税等徴収業務手当

２　社会福祉業務の現業又は指導監査 ２　保健師巡回手当

３　動物死骸処理業務 ３　用地交渉

区　　　　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶　　養　　手　　当 同

住　　居　　手　　当 同

 ２キロメートル未満の自動車等使用者に2,300円支給

 ２キロメートル区分ごとに基準額及び加算額制を導入

区　分 その他の加算措置等

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 

国の制度
24.586875 33.27075 47.709 47.709 

 （支給率等）

23.2 25.1 0.0 13.3 

代表的な特殊勤務手当の名称

通　　勤　　手　　当 異



（単位：千円、％）

年

年  割　額

度 国県支出金 地方債 その他

７土木費 2 242,000 181,500 60,500 242,000 242,000 81.5 

3 55,000 41,200 13,800 55,000 18.5 

計 297,000 222,700 74,300 242,000 242,000 55,000 100.0 

９教育費 2 136,520 136,520 136,520 136,520 60.0 

3 91,013 91,013 91,013 40.0 

計 227,533 227,533 136,520 136,520 91,013 100.0 

継続費についての平成３０年度末までの支出額， 令和元年度末までの支出額又は支出額

の見込み及び令和２年度以降の支出予定額 並びに事業の進行状況等に関する調書

全　　 　体　 　　計　 　　画

左   の   財   源   内   訳 

特　定　財　源
款 項 事　業　名

平成30年度末ま
での支出額

令和元年度末ま
での支出(見込)
額

令和2年度支出
予定額　　　　　　

令和2年度末ま
での支出予定額

令和3年度以降
の支出予定額

継続費の総額に
対する進捗率

一般財源

4都市計画費 都市計画道路
整備事業

1教育総務費 教育研修施設
整備事業



（単位:千円）

期   間 金  額 期   間 金  額 国県支出金 地方債 その他

農業近代化資金利子補給
（平成２０年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市農業近代化
資金利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２０年度
至
令和元年度

34,375

自
令和２年度
至
令和５年度

1,305 1,305

漁業近代化事業利子補給
（平成２４年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市漁業近代化
事業利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２４年度
至
令和元年度

1,402

自
令和２年度
至
令和９年度

17 17

漁業近代化事業利子補給
（平成２５年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市漁業近代化
事業利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２５年度
至
令和元年度

2,251

自
令和２年度
至
令和１０年度

100 100

漁業近代化事業利子補給
（平成２６年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市漁業近代化
事業利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２６年度
至
令和元年度

3,469

自
令和２年度
至
令和１１年度

1,133 1,133

漁業近代化事業利子補給
（平成２７年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市漁業近代化
事業利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２７年度
至
令和元年度

388

自
令和２年度
至
令和１２年度

140 140

漁業近代化事業利子補給
（平成２８年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市漁業近代化
事業利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２８年度
至
令和元年度

652

自
令和２年度
至
令和１８年度

1,547 1,547

漁業近代化事業利子補給
（平成２９年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市漁業近代化
事業利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２９年度
至
令和元年度

446

自
令和２年度
至
令和１９年度

784 784

漁業近代化事業利子補給
（平成３０年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市漁業近代化
事業利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成３０年度
至
令和元年度

76

自
令和２年度
至
令和２０年度

112 112

漁業近代化事業利子補給
（令和元年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市漁業近代化
事業利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

令和元年度

自
令和２年度
至
令和２１年度

72 72

漁業近代化事業利子補給
（令和２年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市漁業近代化
事業利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

自
令和２年度
至
令和２２年度

水産業制度資金利子補給
（平成２２年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市水産業制度
資金利子補給金交付要項第４条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２２年度
至
令和元年度

6,221

自
令和２年度
至
令和６年度

933 933

水産業制度資金利子補給
（平成２５年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市水産業制度
資金利子補給金交付要項第４条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成２５年度
至
令和元年度

6,752

自
令和２年度
至
令和６年度

1,340 1,340

水産業制度資金利子補給
（平成３０年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市水産業制度
資金利子補給金交付要項第４条に規定する率
を乗じて得た額

自
平成３０年度
至
令和元年度

50

自
令和２年度
至
令和１５年度

784 784

債務負担行為で令和３年度以降にわたるもの
支出額又は支出額の見込み及び令和２年度以

についての令和元年度末までの
降の支出予定額等に関する調書

左の財源内訳

特　 定 　財 　源事     項 限     度     額

令和元年度末までの
支出（見込）額

令和２年度以降の
支出予定額

一般財源



（単位:千円）

期   間 金  額 期   間 金  額 国県支出金 地方債 その他

左の財源内訳

特　 定 　財 　源事     項 限     度     額

令和元年度末までの
支出（見込）額

令和２年度以降の
支出予定額

一般財源

水産業制度資金利子補給
（令和２年度）

融資総額の融資残高に対し神栖市水産業制度
資金利子補給金交付要項第４条に規定する率
を乗じて得た額

自
令和２年度
至
令和１７年度

中小企業事業資金利子補給
（平成２６年度）

融資総額に対し神栖市中小企業資金利子及び
信用保証料補助金交付要項第３条に規定する
率を乗じて得た額

自
平成２６年度
至
令和元年度

25,894

自
令和２年度
至
令和３年度

605 605

中小企業事業資金利子補給
（平成２７年度）

融資総額に対し神栖市中小企業資金利子及び
信用保証料補助金交付要項第３条に規定する
率を乗じて得た額

自
平成２７年度
至
令和元年度

18,770

自
令和２年度
至
令和４年度

1,554 1,554

中小企業事業資金利子補給
（平成２８年度）

融資総額に対し神栖市中小企業資金利子及び
信用保証料補助金交付要項第３条に規定する
率を乗じて得た額

自
平成２８年度
至
令和元年度

18,357

自
令和２年度
至
令和５年度

3,732 3,732

中小企業事業資金利子補給
（平成２９年度）

融資総額に対し神栖市中小企業資金利子及び
信用保証料補助金交付要項第３条に規定する
率を乗じて得た額

自
平成２９年度
至
令和元年度

11,974

自
令和２年度
至
令和６年度

6,335 6,335

中小企業事業資金利子補給
（平成３０年度）

融資総額に対し神栖市中小企業資金利子及び
信用保証料補助金交付要項第３条に規定する
率を乗じて得た額

自
平成３０年度
至
令和元年度

6,075

自
令和２年度
至
令和７年度

8,294 8,294

中小企業事業資金利子補給
（令和元年度）

融資総額に対し神栖市中小企業資金利子及び
信用保証料補助金交付要項第３条に規定する
率を乗じて得た額

令和元年度 8,273

自
令和２年度
至
令和８年度

23,058 23,058

中小企業事業資金利子補給
（令和２年度）

融資総額に対し神栖市中小企業資金利子及び
信用保証料補助金交付要項第３条に規定する
率を乗じて得た額

自
令和２年度
至
令和９年度

住宅復興資金利子補給
（平成３０年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市住宅復興資
金利子補給金交付要項第８条に規定する算定
式によって得た額

自
平成３０年度
至
令和元年度

139

自
令和２年度
至
令和３年度

166 79 87

住宅復興資金利子補給
（令和元年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市住宅復興資
金利子補給金交付要項第８条に規定する算定
式によって得た額

令和元年度 396

自
令和２年度
至
令和４年度

1,642 875 767

住宅復興資金利子補給
（令和２年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市住宅復興資
金利子補給金交付要項第８条に規定する算定
式によって得た額

自
令和２年度
至
令和５年度

教育ローン利子補給
（平成２８年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市教育ローン
利子補給金交付要項第３条に規定する率を乗
じて得た額

自
平成２８年度
至
令和元年度

4,234

自
令和２年度
至
令和４年度

510 510

教育ローン利子補給
（平成２９年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市教育ローン
利子補給金交付要項第３条に規定する率を乗
じて得た額

自
平成２９年度
至
令和元年度

3,057

自
令和２年度
至
令和５年度

1,205 1,205

教育ローン利子補給
（平成３０年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市教育ローン
利子補給金交付要項第３条に規定する率を乗
じて得た額

自
平成３０年度
至
令和元年度

1,999

自
令和２年度
至
令和６年度

2,183 2,183



（単位:千円）

期   間 金  額 期   間 金  額 国県支出金 地方債 その他

左の財源内訳

特　 定 　財 　源事     項 限     度     額

令和元年度末までの
支出（見込）額

令和２年度以降の
支出予定額

一般財源

教育ローン利子補給
（令和元年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市教育ローン
利子補給金交付要項第３条に規定する率を乗
じて得た額

令和元年度

自
令和２年度
至
令和７年度

教育ローン利子補給
（令和２年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市教育ローン
利子補給金交付要項第３条に規定する率を乗
じて得た額

自
令和２年度
至
令和８年度

教育ローン利子補給
（令和３年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市教育ローン
利子補給金交付要項第３条に規定する率を乗
じて得た額

自
令和３年度
至
令和９年度

医師教育資金利子補給
（平成２８年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市医師教育資
金利子補給金交付要項第３条に規定する率を
乗じて得た額

自
平成２８年度
至
令和元年度

1,988

自
令和２年度
至
令和３年度

1,137 1,137

医師教育資金利子補給
（令和元年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市医師教育資
金利子補給金交付要項第３条に規定する率を
乗じて得た額

令和元年度 198

自
令和２年度
至
令和７年度

1,386 1,386

医師教育資金利子補給
（令和２年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市医師教育資
金利子補給金交付要項第３条に規定する率を
乗じて得た額

自
令和２年度
至
令和７年度

6,000 6,000

医師教育資金利子補給
（令和３年度）

利子補給対象融資額に対し神栖市医師教育資
金利子補給金交付要項第３条に規定する率を
乗じて得た額

自
令和３年度
至
令和９年度

7,200 7,200

災害対策融資利子補給
（令和元年度）

1,800 令和元年度

自
令和２年度
至
令和５年度

1,800 900 900

災害対策融資信用保証料負担金
（令和元年度）

4,040 令和元年度

自
令和２年度
至
令和７年度

4,040 4,040

高校就学援助費
（令和元年度）

2,016 令和元年度 336

自
令和２年度
至
令和３年度

672 672

高校就学援助費
（令和２年度）

2,016

自
令和２年度
至
令和４年度

2,016 2,016

高校就学援助費
（令和３年度）

2,016

自
令和３年度
至
令和５年度

2,016 2,016

奨学資金貸付金
（平成３０年度）

33,600

自
平成３０年度
至
令和元年度

1,680

自
令和２年度
至
令和３年度

1,680 1,680

奨学資金貸付金
（令和元年度）

33,600 令和元年度 3,780

自
令和２年度
至
令和４年度

11,340 11,340



（単位:千円）

期   間 金  額 期   間 金  額 国県支出金 地方債 その他

左の財源内訳

特　 定 　財 　源事     項 限     度     額

令和元年度末までの
支出（見込）額

令和２年度以降の
支出予定額

一般財源

奨学資金貸付金
（令和２年度）

33,600

自
令和２年度
至
令和５年度

33,600 33,600

奨学資金貸付金
（令和３年度）

33,600

自
令和３年度
至
令和６年度

33,600 33,600

修学資金貸付金（医学生）
（平成２８年度）

28,800

自
平成２８年度
至
令和元年度

19,200

自
令和２年度
至
令和３年度

9,600 9,600

修学資金貸付金（医学生）
（平成２９年度）

28,800

自
平成２９年度
至
令和元年度

12,600

自
令和２年度
至
令和４年度

7,200 7,200

修学資金貸付金（医学生）
（令和元年度）

28,800 令和元年度 2,400

自
令和２年度
至
令和６年度

12,000 12,000

修学資金貸付金（医学生）
（令和２年度）

28,800

自
令和２年度
至
令和７年度

28,800 28,800

修学資金貸付金（医学生）
（令和３年度）

31,200

自
令和３年度
至
令和８年度

31,200 31,200

修学資金貸付金（看護師）
（平成３０年度）

12,000

自
平成３０年度
至
令和元年度

1,200

自
令和２年度
至
令和３年度

1,200 1,200

修学資金貸付金（看護師）
（令和元年度）

12,000 令和元年度 2,250

自
令和２年度
至
令和４年度

2,400 2,400

修学資金貸付金（看護師）
（令和２年度）

12,000

自
令和２年度
至
令和５年度

12,000 12,000

修学資金貸付金（看護師）
（令和３年度）

15,000

自
令和３年度
至
令和６年度

15,000 15,000

寄附講座開設費寄附金
（筑波大学）

384,600

自
平成２９年度
至
令和元年度

160,662

自
令和２年度
至
令和３年度

153,840 153,840

寄附講座開設費寄附金
（日本医科大学）

270,000

自
令和２年度
至
令和４年度

270,000 270,000

寄附講座開設費寄附金
（東京医科歯科大学）

72,000

自
令和３年度
至
令和４年度

72,000 72,000



（単位:千円）

期   間 金  額 期   間 金  額 国県支出金 地方債 その他

左の財源内訳

特　 定 　財 　源事     項 限     度     額

令和元年度末までの
支出（見込）額

令和２年度以降の
支出予定額

一般財源

若手医師確保情報発信等業務委託
（地域医療推進課）

47,500

自
令和２年度
至
令和４年度

47,500 47,500

仮設住宅借上（都市計画課）
（令和２年度）

1,581

自
令和３年度
至
令和４年度

1,581 1,581

立地適正化計画策定業務委託
（都市計画課）

17,752

自
令和２年度
至
令和３年度

17,752 8,875 8,877

清掃業務委託
（波崎総合支所・防災センター）

11,680 令和元年度 3,213

自
令和２年度
至
令和３年度

6,416 6,416

清掃業務委託
（大野原コミュニティセンター，
平泉コミュニティセンター）

21,246 令和元年度 5,527

自
令和２年度
至
令和３年度

11,335 11,335

警備業務委託
（土合こども園）

972

自
平成３０年度
至
令和元年度

117

自
令和２年度
至
令和５年度

396 396

警備業務委託
（大野原保育所）

2,310 令和元年度 77

自
令和２年度
至
令和６年度

2,233 2,233

警備業務委託
（保健・福祉会館）

17,328 令和元年度 4,644

自
令和２年度
至
令和３年度

9,367 9,367

警備業務委託
（波崎総合支所・防災センター）

37,013 令和元年度 8,591

自
令和２年度
至
令和３年度

17,320 17,320

総合案内・電話交換業務委託
（波崎総合支所・防災センター）

30,069 令和元年度 7,459

自
令和２年度
至
令和３年度

15,048 15,048

電話交換システム機器借上
（庁舎）

38,808

自
令和２年度
至
令和９年度

38,808 38,808

確定申告・住民税申告受付等業務
委託（課税課）

26,519

自
令和２年度
至
令和３年度

26,519 26,519

市税等コールセンター運営業務委
託（納税課）

34,581

自
令和２年度
至
令和４年度

34,581 34,581

かみす健康ダイヤル２４業務委託
（健康増進課）

8,183 令和３年度 8,183 8,183



（単位:千円）

期   間 金  額 期   間 金  額 国県支出金 地方債 その他

左の財源内訳

特　 定 　財 　源事     項 限     度     額

令和元年度末までの
支出（見込）額

令和２年度以降の
支出予定額

一般財源

生活保護窓口相談業務委託
（社会福祉課）

25,054

自
令和３年度
至
令和５年度

25,054 25,054

電話システム機器借上
（保健・福祉会館）

8,347

自
平成２９年度
至
令和元年度

1,109

自
令和２年度
至
令和５年度

2,048 2,048

広報紙編集業務委託
（市民協働課）

51,668

自
平成３０年度
至
令和元年度

20,203

自
令和２年度
至
令和４年度

30,723 540 7,320 22,863

生涯学習情報誌編集業務委託
（市民協働課）

2,850

自
平成３０年度
至
令和元年度

1,004

自
令和２年度
至
令和４年度

1,533 1,533

男女共同参画情報誌編集業務委託
（市民協働課）

2,000

自
平成３０年度
至
令和元年度

687

自
令和２年度
至
令和４年度

1,044 1,044

ホームページ再構築業務委託及び
運用保守（市民協働課）

87,546

自
平成３０年度
至
令和元年度

29,525

自
令和２年度
至
令和６年度

28,810 28,810

学校給食調理加工業務委託
（第一学校給食共同調理場）

533,736

自
平成３０年度
至
令和元年度

210,538

自
令和２年度
至
令和４年度

320,171 320,171

学校給食運搬業務委託
（第一学校給食共同調理場）

97,297

自
平成３０年度
至
令和元年度

31,093

自
令和２年度
至
令和４年度

47,283 47,283

学校給食システム保守管理委託
（第一学校給食共同調理場）

1,426

自
令和２年度
至
令和４年度

1,426 1,426

学校給食運搬業務委託
（第二学校給食共同調理場）

144,155

自
令和２年度
至
令和７年度

144,155 144,155

学校給食調理加工業務委託
（第二学校給食共同調理場）

837,410 令和元年度 156,176

自
令和２年度
至
令和５年度

630,432 630,432

学校給食運搬業務委託
（第三学校給食共同調理場）

107,892

自
平成３０年度
至
令和元年度

34,382

自
令和２年度
至
令和４年度

52,286 52,286

学校給食調理加工業務委託
（第三学校給食共同調理場）

583,330

自
令和２年度
至
令和６年度

583,330 583,330

高齢者ふれあいセンター「むつみ
荘」指定管理委託
（長寿介護課）

220,000

自
令和２年度
至
令和６年度

220,000 220,000



（単位:千円）

期   間 金  額 期   間 金  額 国県支出金 地方債 その他

左の財源内訳

特　 定 　財 　源事     項 限     度     額

令和元年度末までの
支出（見込）額

令和２年度以降の
支出予定額

一般財源

児童館指定管理委託
（こども福祉課）

1,067,703

自
平成２９年度
至
令和元年度

639,025

自
令和２年度
至
令和３年度

428,678 428,678

児童館指定管理委託
（女性・子どもセンター）

17,902

自
平成２９年度
至
令和元年度

9,749

自
令和２年度
至
令和３年度

7,830 7,830

放課後児童クラブ運営業務委託
（こども福祉課）

777,687

自
令和２年度
至
令和４年度

777,687 244,842 171,720 361,125

バス運転業務委託
（はさき福祉センター）

31,179

自
平成３０年度
至
令和元年度

15,104

自
令和２年度
至
令和３年度

15,312 15,312

防犯灯ＬＥＤ化事業業務委託
（防災安全課）

381,564

自
平成２９年度
至
令和元年度

63,702

自
令和２年度
至
令和９年度

256,234 256,234

かみす聖苑等指定管理委託
（環境課）

464,500

自
令和２年度
至
令和６年度

464,500 464,500

自然環境調査業務委託
（環境課）

10,000

自
平成２７年度
至
令和元年度

6,000

自
令和２年度
至
令和６年度

4,000 4,000

第一リサイクルプラザ運転管理業
務委託（廃棄物対策課）

746,896 令和元年度 234,277

自
令和２年度
至
令和３年度

512,619 512,619

第二リサイクルプラザ運転管理業
務委託（廃棄物対策課）

395,687 令和元年度 111,180

自
令和２年度
至
令和３年度

284,507 284,507

契約管理・工事成績評定システム
賃借料
（契約管財課）

16,815 

自
平成３０年度
至
令和元年度

3,159

自
令和２年度
至
令和５年度

12,752 12,752

神栖市文化センター指定管理委託
（文化スポーツ課）

431,745

自
平成２９年度
至
令和元年度

251,409

自
令和２年度
至
令和３年度

180,336 180,336

神栖市文化センター照明操作卓借
上（文化スポーツ課）

46,116

自
平成２８年度
至
令和元年度

15,261

自
令和２年度
至
令和８年度

30,855 30,855

神栖市運動施設指定管理委託
（文化スポーツ課）

1,681,660

自
平成２９年度
至
令和元年度

966,177

自
令和２年度
至
令和３年度

685,483 685,483



（単位:千円）

期   間 金  額 期   間 金  額 国県支出金 地方債 その他

左の財源内訳

特　 定 　財 　源事     項 限     度     額

令和元年度末までの
支出（見込）額

令和２年度以降の
支出予定額

一般財源

かみす防災アリーナ整備運営事業
（施設整備費）
（文化スポーツ課）

１１,２７４,６８９千円に金利変動、物価変
動及び税制度の変更による増減額並びに消費
税額及び地方消費税額を加算した額

自
平成２７年度
至
令和元年度

4,750,402

自
令和２年度
至
令和１５年度

限度額から
4,750,402千円
を控除した額

限度額から
4,750,402千円
を控除した額

かみす防災アリーナ整備運営事業
（運営・維持管理費）
（文化スポーツ課）

４,６７４,６６１千円に金利変動、物価変動
及び税制度の変更による増減額並びに消費税
額及び地方消費税額を加算した額

自
平成２７年度
至
令和元年度

359,262

自
令和２年度
至
令和１５年度

限度額から
359,262千円
を控除した額

限度額から
359,262千円
を控除した額

体育施設設計業務委託
（教育総務課）

60,500

自
令和２年度
至
令和３年度

60,500 60,500

空調機借上（小学校） 1,450,000 令和元年度 94,215

自
令和２年度
至
令和１０年度

1,355,785 1,355,785

空調機借上（中学校） 833,000 令和元年度 48,580

自
令和２年度
至
令和１０年度

784,420 784,420

空調機借上（幼稚園） 120,000 令和元年度 4,417

自
令和２年度
至
令和１０年度

115,583 115,583

園児送迎業務委託（学務課） 22,000 令和３年度 22,000 22,000

教育施設ごみ回収処理業務委託
（小学校,中学校,幼稚園）

13,597 令和３年度 13,597 13,597

英語指導業務委託
（教育指導課）

354,000

自
令和２年度
至
令和４年度

354,000 354,000

雨水排水施設維持管理業務委託
（道路整備課）

28,600 令和元年度 7,644

自
令和２年度
至
令和３年度

20,956 20,956

デマンド交通システム管理業務委
託（政策企画課）

14,520

自
令和２年度
至
令和６年度

14,520 14,520

鹿島地方事務組合分担金
（消防事業分）

52,542

自
令和２年度
至
令和４年度

52,542 52,542



（単位:千円）

期   間 金  額 期   間 金  額 国県支出金 地方債 その他

左の財源内訳

特　 定 　財 　源事     項 限     度     額

令和元年度末までの
支出（見込）額

令和２年度以降の
支出予定額

一般財源

日川浜オートキャンプ場指定管理
委託（観光振興課）

20,920

自
令和２年度
至
令和６年度

20,920 20,920

ふれあいセンター湯楽々指定管理
委託（観光振興課）

185,000

自
令和２年度
至
令和６年度

185,000 185,000

ゆ～ぽ～とはさき指定管理委託
（観光振興課）

137,500

自
令和２年度
至
令和６年度

137,500 137,500

矢田部サッカー場指定管理委託
（観光振興課）

15,000

自
令和２年度
至
令和６年度

15,000 15,000

市営豊ヶ浜駐車場清掃業務委託
（観光振興課）

7,771

自
令和２年度
至
令和５年度

7,771 7,771

サンサンパーク休憩施設清掃業務
委託（観光振興課）

5,878

自
令和２年度
至
令和５年度

5,878 5,878

かみす桜まつり運営業務委託
（観光振興課）

1,727 令和３年度 1,727 1,727



現在高並びに令和元年度末

在高の見込みに関する調書

（単位：千円）

令和２年度中
起 債 見 込 額

令和２年度中
元金償還見込額

１．普　通　債　 8,398,146  8,369,155  2,659,800  828,662  10,200,293  

 (1) 総   務   債 681,700  1,232,960  329,700  46,753  1,515,907  

 (2) 民   生   債 280,544  211,103  98,500  48,274  261,329  

 (3) 衛   生   債 134,294  55,406  20,319  35,087  

 (4) 農林水産業債 810,401  739,480  478,000  114,602  1,102,878  

 (5) 商   工   債 32,040  24,320  7,720  16,600  

 (6) 土   木   債 2,182,438  1,922,399  1,150,400  206,852  2,865,947  

 (7) 消   防   債 94,652  71,384  20,748  50,636  

 (8) 教   育   債 4,182,077  4,112,103  603,200  363,394  4,351,909  

２．災害復旧事業債 1,824  

 (1) 教　 育   債 1,824  

３．そ  の  他 5,914,838  5,240,613  653,156  4,587,457  

 (1) 減税補てん債 386,175  300,355  77,068  223,287  

 (2) 減収補てん債 335,296  312,944  22,352  290,592  

 (3) 臨時財政対策債 5,047,942  4,496,239  539,085  3,957,154  

 (4) 公営企業債 145,425  131,075  14,651  116,424  

合　　　計 14,314,808  13,609,768  2,659,800  1,481,818  14,787,750  

地方債の平成３０年度末における

及び令和２年度末における現

令和２年度中増減見込額

区　　分
平成３０年度末
現  在  高

令和元年度末
現在高見込額

令和２年度末
現在高見込額
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